





























































　愛知大学では、2010 年度に愛知大学環境行政コスト研究会を立ち上げてから、約 12 年
が経過した。本報告書は、2012 年度に『愛知県の廃棄物処理の 10 年間の推移』、2017 年
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ルに繋げることが最初の目標となる。そこで、環境省は 2013 年に基本方針 2 において、
20183 年度までに、使用済み小型家電の回収量を 1年当たり 14 万 t4 と設定した。しかし、
2018 年時点 5 において 10 万 t( 暫定値 ) で未達成という結果であった。
　これを受け、経済産業省の産業構造審議会と環境省の中央環境審議会の合同会合 ( 以





携帯電話、パソコンなど 28 品目が定められている。なお、家電 4 品目 ( エアコン、テレビ、冷蔵庫、
洗濯機 ) は家電リサイクル法があるため、小型家電には該当しない。
2  使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する基本方針
3  基本方針では最初、2015 年度までという期限を設定していたが、2015 年になり達成しない結果を受け
て、2018 年度までに延長された。
4 2008 年度における 1 年に使用済みとなる小型家電の重量は 65.1 万トンと推計 [12 p.10]、採算を確保する






認定事業者 6、小売業者、製造業者、非鉄製錬業者等 ) から聞き取りを行いながら議論を
開始した。その結論は、1 年当たり 14 万 t という目標は達成していないが、目標設定時
の前提条件 [12] 等の見直しの必要性に触れつつも、使用済み小型家電の回収には改善の余
















　次の４つの主体、(ⅰ )市町村、(ⅱ )認定事業者および小売業者、(ⅲ )違法な回収業者、
( ⅳ ) 消費者、に分けそれぞれ回収量が増加するような具体策を提案している。各具体策
は、(ⅰ )市町村に関して5種類12提案、(ⅱ )認定事業者および小売業者に関して2提案、
( ⅲ ) 違法な回収業者に関して 2 提案、( ⅳ ) 消費者に関して 3 提案である。このように、
圧倒的に ( ⅰ ) 市町村への対策が多く、回収量改善の要と考えられていると言える。
　そこで、( ⅰ ) 市町村への対策を引用して確認しておきたい 8。
　「市町村の回収量を拡大していくためには、ステーション回収、ピックアップ回収、そ
6  2020 年 2 月現在、全国 53 者となっている [9 p.20]。
7  環境省によると、携帯電話等の小型家電の店頭回収に協力していると回答した人の割合 ( アンケート























　次に、( ⅰ ) リサイクル技術の高度化に関して 2 提案、( ⅱ ) 効率的なリサイクルのため
のコミュニケーションの促進に関して 2 提案がなされている。( ⅰ ) リサイクル技術の高
度化に関しては、小型家電リサイクルの認定事業者のみを対象とする事業ではないが、小
型家電リサイクル事業推進費の予算と比べ 10 倍以上の予算が割り当てられている。具体
的には、省 CO2 型リサイクル高度化設備導入促進事業に 2018 年度当初と補正を合わせた
予算は75億円、2019年度2020年度はそれぞれ33.3億円、43.2億円の内数となっている [9 p.28]。
加えて、脱炭素型金属リサイクルシステムの技術実証に 2020 年度新規で 5 億円 [9 p.29]、高
効率再資源化のためのリサイクル技術の研究開発に 2019 年度 9.4 億円、2020 年度 7.4 億
円の予算が割り当てられている [9 p.30]。一方、( ⅱ ) に関しては各アクターの自主的な取り
組みに任せられている。
9  行政事業レビューによれば、2012 年度より「使用済小型電気電子機器リサイクル推進事業費」として
約 2億円の予算が割り当てられ、2013 年度は約 8億円、2014 年度は約 9億円、2015 年度は約 7億円、





　最後に、( ⅰ ) リチウムイオン電池の発火リスクへの対応に関して 2 種類 9 提案、( ⅱ )





















　順にみていくとまず、認定事業者は、( 家電量販店等の小売業者を含む ) 直接回収によ





































10 認定事業者の平林金属 ( 株 ) では、ポイント付与により直接回収量を増加させている。詳細は補論を
参照されたい。
11 産構審・中環審合同会合によれば、岡山県の直接回収による一人あたり回収量 (kg/ 人 ) は全国で最も
多い [9 p.42]。この詳細については明らかにされていないが、岡山県の認定事業者は拠点持ち込みによる





















12 市町村が回収した小型家電の引き渡し価格は、資源価格により有償 ( 売却 )、無償 (0 円 )、逆有償 ( 市



































　経常収支比率に関して、多くの団体は 80% ～ 100% の範囲にあり、普通建設事業に資
金を回す余裕がない状況にある。他方、有形固定資産減価償却率は多くの団体は 50% ～
70% に集中し、大規模改修および更新・統廃合の意思決定の時期に来ていることが分か


















































が痛税感により当事者 ( 自分ごと ) として捉えやすくするために、リサイクルされずに廃
棄された小型家電の処理に係る一般廃棄物処理施設の減価償却費を推計し、消費税率に換
算することである。前章で主張した通り、国民・住民が当事者として捉えることが行動変

























　110,231 トン÷ 40,740,000 トン =0.00270571919…
　したがって、「小型家電の一般廃棄物処理施設利用率」は 0.27% と仮定する。
(2) 分析データ
　分析データは市町村の 2015 年度～ 2018 年度の財政状況資料集 18 を用いた。2021 年 4
月1日時点で利用可能な財政状況資料集 (excel版 )は、この4年度分しかないためである。
　財政状況資料集の「施設類型別ストック情報分析表②」というシートの右上に記載され
ている (f) 一般廃棄物施設の有形固定資産減価償却率と (g) 一人当たり有形固定資産 ( 償却






















分析データは市町村の 年度～ 年度の財政状況資料集 を用いた。 年 月
日時点で利用可能な財政状況資料集 版 は、この 年度分しかないためである。
財政状況資料集の「施設類型別ストック情報分析表②」というシートの右上に記載されて
いる 一般廃棄物施設の有形固定資産減価償却率と 一人当たり有形固定資産 償却資産
































産の耐用年数等に関する省令 ( 昭和四十年大蔵省令第十五号 )」を原則として適用する。
一般廃棄物処理施設には、焼却場、リサイクル施設、最終処分場などがあるが、焼却炉、
機械・装置、備品、管理棟建屋などがあり、それぞれ耐用年数が異なるが、ここでは、別













取得原価の結果は 団体、 円 であった。
を耐用年数 年で割ったものに一般廃棄物処理施設の利用率 をかけると、以
下の通り約 兆円となる。
÷ 年× ＝ 円














　取得原価の結果は 1112 団体、24,653,164,973,450 円 (A) であった。
　(A) を耐用年数 35 年で割ったものに一般廃棄物処理施設の利用率 0.27% をかけると、
以下の通り約 20 億円となる。
12
(A) ÷ 35 年× 0.0027 ＝ 1,901,815,584 円 (B)
　消費税率 1% 上げると、2 兆円とするという先行研究の仮定を基に、消費税率 1% を 2
兆円で換算すると、
(B) ÷ 2,000,000,000,000 円＝ 0.0009509
　消費税率に換算すると約 0.001% ということがわかった。











と捉えることができれば、どのような行動が負担 ( 費用 ) を下げられるか、などの意識改
革に繋がれば、ひいては国の行動変容にもつながることを期待して推計・換算を行った。












　そこで、2015 年度～ 2018 年度の「【一般廃棄物処理施設】有形固定資産減価償却
率」に着目し、各年度の情報の有無によって情報公開度を判定することとする。具体的
には、次の 16 通りで情報の有無の判定を行う。すなわち、① 4 年度分全て有る ( 以降、
○○○○と表す。)、② 2015~2017 年度は有るが、2018 年度は無い ( 以降、○○○ × と
表す。)、③ 2015、2016、2018 年度は有るが、2017 年度は無い ( 以降、○○ × ○と表
す。)、④ 2015、2017、2018 年度は有るが 2016 年度は無い ( 以降、○ ×○○と表す。)、
⑤ 2016~2018 年度の 3 年度分は有るが 2015 年度は無い ( 以降、× ○○○と表す。)、⑥
2015、2016 年度は有るが 2017、2018 年度は無い ( 以降、○○ ×× と表す。)、⑦ 2015、
2017 年度は有るが 2016、2018 年度は無い ( 以降、○ × ○ × と表す。)、⑧ 2016、2017
年度は有るが 2015、2018 年度はない ( 以降、× ○○ × と表す。)、⑨ 2015、2018 年度は
20 総務省 <https://www.soumu.go.jp/iken/zaisei/jyoukyou_shiryou/index.html>





































有るが 2016、2017 年度は無い ( 以降、○ ×× ○と表す。)、⑩ 2016、2018 年度は有るが
2015、2017 年度は無い ( 以降、×○×○と表す。)、⑪ 2017、2018 年度は有るが 2015、
2016 年度は無い ( 以降、××○○と表す。)、⑫ 2015 年度は有るが 2016 ～ 2018 年度は
無い ( 以降、○×××と表す。)、⑬ 2016 年度は有るが 2015、2017、2018 年度は無い ( 以
降、×○××と表す。)、⑭ 2017 年度は有るが 2015、2016、2018 年度は無い ( 以降、×
×○×と表す。)、⑮ 2018 年度は有るが、2015 ～ 2017 年度は無い ( 以降、××× ○と















　(c) 2015年度～2018年度の住民基本台帳人口一人当たり衛生費 (千円 /人 )(棒グラフ：赤 )
　(d) 衛生費決算額に占める充当一般財源等の割合 ( 折れ線グラフ：● )
　(e) 衛生費決算額に占める普通建設事業費の割合 ( 折れ線グラフ：▲ ) 
　(f) 有形固定資産減価償却率 ( 折れ線グラフ：◆ )
　(g) 一人当たり有形固定資産 ( 償却資産 ) 額 ( 千円 / 人 )( 棒グラフ：青斜線 )
　(a) 2018 年度の住民基本台帳人口は、人口規模による特徴を理解しやすくするために載
せている。なぜなら、人口規模が小さい市町村は (c) 住民基本台帳人口一人当たり衛生費





　(c)2015 年度～ 2018 年度の住民基本台帳人口一人当たり衛生費 ( 千円 / 人 ) は、普通会
計における目的別の経費の一つである衛生費を、他団体との比較のため各年度の住民基本
台帳人口で除したものを棒グラフにして推移を載せている。2020 年版 (2018 年度決算 ) の
地方財政白書によると、全市町村の衛生費の 48.8%(2 兆 3,521 億円 ) が一般廃棄物等の収
集処理等に要する経費である清掃費に使われているという。各市町村の衛生費の内訳は公
21 4 年度データ有りと 28~30 年度までの 3 年度分有りを合わせるとほとんどの市が公表していることが






公衆衛生費等を含む衛生費の金額を載せている。そのため、(c)2015 年度～ 2018 年度の住
民基本台帳人口一人当たり衛生費 ( 千円 / 人 ) のうち、清掃費は約 50% 程度との目安で見
るのが限られた情報の中での一つの方法である。
　(d) 衛生費決算額に占める充当一般財源等の割合と (e) 衛生費決算額に占める普通建設
事業費の割合は、財政状況資料集の「普通会計の状況」シートの右上に記載されている「目
的別歳出の状況」の区分のうち「衛生費」の「決算額 (A)」を分母として、「(A) のうち
充当一般財源等」を分子にとったものが (d) であり、一方 (d) と同じ分母で、「(A) のう
ちの普通建設事業費」を分子にとったものが (e) である。
　通常、衛生費は一般廃棄物処理等市町村の責任で行う事務に係る費用であるため、一般









　(g) 一人当たり有形固定資産 ( 償却資産 ) 額 ( 千円 / 人 ) は、一般廃棄物処理施設の有形
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